旭川市廃棄物処理施設の設置及び変更の許可に関する要綱
（目　的）
第１条　この要綱は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「法」という。）、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（以下「政令」という。）、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（以下「省令」という。）及び旭川市廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則（以下「細則」という。）に基づく一般廃棄物処理施設及び産業廃棄物処理施設（以下「施設」という。）の設置及び変更の許可に係る手続きを定めることにより生活環境の保全に配慮した適正な施設の設置と、廃棄物処理の信頼性と安全性の向上を図ることを目的とするものである。
（定　義）
第２条　この要綱において対象とする施設の設置及び変更の許可に係る手続とは、次の規定によるものをいう。
(1)　法第８条第１項及び第15条第１項に規定する施設の設置の許可
(2)　法第９条第１項及び第15条の２の６第１項に規定する施設の変更の許可
２　この要綱において関係要領等とは、次のものをいう。
(1)　旭川市一般廃棄物関係事務処理要領
(2)　旭川市産業廃棄物関係事務処理要領
(3)　その他
３　この要綱において生活環境影響調査項目とは、施設の種類及び規模並びに処理する廃棄物の種類を勘案し、施設を設置することに伴い生ずる大気汚染、水質汚濁、騒音、振動及び悪臭に係る事項（以下「調査事項」という。）のうち、周辺地域の生活環境に影響を及ぼすおそれがあるものとして調査を行った各調査事項の具体的な項目をいう。
（申　請）
第３条　施設の設置許可申請の手続きは、法、政令、省令及び関係要領等に定めるもののほか、この要綱の定めるところにより、申請書のほか生活環境影響調査書及びその他必要な書類を添えて市長に提出するものとする。ただし、当該申請の内容が法第８条第３項ただし書又は第１５条第３項ただし書の規定に該当する場合は、生活環境影響調査書の提出を省略することができるものとする。
２　市長は、前項の申請があった場合は、申請書の記載事項の不備その他の申請の形式上の要件に適合しない場合は、当該許可申請をした者（以下「申請者」という。）に対して相当の期間を定めて補正を求めるものとする。
３　第１項の規定にかかわらず、市が別に定めた旭川市廃棄物の処理に係る指導要綱（以下「指導要綱」という。）に基づく事前協議対象施設の設置又は変更をしようとする者は、指導要綱で定める事前協議が終了した後、市長に許可申請を行うものとする。
（生活環境影響調査書）
第４条　前条第１項の申請に必要な生活環境影響調査書は、法第８条第３項又は第15条第３項に規定する書類で、省令第３条の２又は第11条の２並びに「廃棄物処理施設生活環境影響調査指針（平成18年９月環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部）」に基づく事項を記載したものとする。
２　生活環境影響調査書の作成方法等は、前項によるほか、次に掲げる取扱いによることとする。
(1)　環境影響評価法（平成９年法律第81号）に基づく評価書又は北海道環境影響評価条例（平成10年北海道条例第42号）に基づき実施された環境影響調査の結果であって、生活環境影響調査に相当する内容を有し、必要な記載事項を満たしているものは、前項の生活環境影響調査書とする。
(2)　施設建設に係る工事の影響等は、調査事項の対象としない。
(3)　その他生活環境影響調査書の作成に必要な事項は、別に定める。
（告示・縦覧等）
第５条　市長は、施設のうち、政令第５条の２又は第７条の２に定める施設（以下「縦覧等を要する施設」という。）の設置に係る許可申請があった場合は、法第８条第４項又は第15条第４項の規定に基づき、次の各号に掲げる事項を告示するとともに、申請書等を当該告示の日から１月間公衆の縦覧に供するものとする。
(1)　氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名
(2)　施設の設置の場所
(3)　施設の種類
(4)　施設において処理する廃棄物の種類

(5)　施設の処理能力（最終処分場である場合にあっては、廃棄物の埋立処分の用に供される場所の面積及び埋立容量）
(6)　申請年月日　
(7)　縦覧場所、期間及び時間
(8)　当該施設の設置に関し利害関係を有する者（以下「利害関係者」という。）の意見書の提出先等
(9)　その他必要な事項
２　前項の規定にかかわらず、第３条第２項の規定に該当する場合は、市長は、補正終了後、告示及び縦覧の手続を行うものとする。
３　第１項第７号の縦覧場所は、次に掲げる場所とする。
(1)　市総合庁舎

(2)　その他市長が必要と認めた場所
４　第１項第８号に規定する告示に必要な内容は、次に掲げる事項とする。
(1)　意見の内容
(2)　記載方法（意見書の様式、氏名及び住所等）
(3)　提出先、提出方法及び提出期限
(4)　その他必要な事項

５　市長は、第１項の規定に基づく告示を行うときは、施設の設置場所及び設置場所から５００ｍの範囲に区域を有する地区市民委員会並びに当該地区市民委員会に属する町内会に通知するものとする。

６　前項の通知には、第１項各号に掲げる事項を記載することとする。

７　第１項の規定による公衆の縦覧に供する申請書等とは、次に掲げるものとする。ただし、申請者並びに同意、協定の締結又は説明会の参加等、当該施設の設置又は変更の計画に関与した者の情報のうち、旭川市情報公開条例（平成１７年条例第７号）に照らし、非公開が適当と判断されるものは、原則として除く。
(1)　施設の設置許可申請の場合
ア　法第８条第２項又は第15条第２項並びに省令第３条第４項又は第１１条第５項で定める申請書
イ　省令第３条第５項又は第11条第６項で定める図書

ウ　生活環境影響調査書
エ　その他市長が必要と認めた書類
(2)　施設の変更許可申請の場合
ア　省令第５条の３第１項及び第３項若しくは第12条の９第１項及び第３項で定める申請書及び図書
イ　生活環境影響調査書
ウ　その他市長が必要と認めた書類
（関係市町村長の意見）
第６条　市長は、前条第１項の告示をしたときは、法第８条第５項又は第15条第５項の規定により、その旨を施設の設置に関し生活環境の保全上関係があると認められる地域の市町村長（以下「関係市町村長」という。）に通知し、期間を指定して生活環境の保全上の見地から関係市町村長の意見を聴くものとする。
２　前項の通知及び意見の聴取は、次に掲げる本市以外の市町村の長に対して行うものとする。
(1)　生活環境影響調査で、施設の設置による影響が最大となると予測された地点を管轄する市町村
(2)　その他市長が特に生活環境の保全上関係があると認めた市町村
３　第１項の通知には、前条第７項の申請書等のほか、市長が必要と認めた書類を添えるものとする。
４　第１項の関係市町村長の意見は、縦覧期間終了後２週間を期限に別記第１号様式により聴取するものとする。
（利害関係者の意見書提出）
第７条　第５条第１項の告示があったときは、法第８条第６項又は第15条第６項の規定により、利害関係者は、縦覧期間満了の日の翌日から起算して２週間を経過する日までに、市長に生活環境の保全上の見地からの意見書を提出することができる。
２　前項に規定する意見書を提出することができる利害関係者は、施設の設置場所の周辺に居住する者、周辺で事業を営んでいる者等とする。
３　第１項の意見書は、別記第２号様式又は準じた様式により提出することを原則とする。
（専門的知識を有する者の意見）
第８条　市長は、縦覧等を要する施設の設置に係る申請があった場合は、法第８条の２第３項又は第15条の２第３項の規定により、あらかじめ、施設の設置に関する計画及び維持管理に関する計画が施設に係る周辺地域の生活環境の保全について適正な配慮がなされたものであるか、生活環境の保全に関し第５条第７項に規定する申請書等について専門的知識を有する者の科学的見地からの意見を聴くものとする。
２　前項に規定する専門的知識を有する者の意見は、細則第７条の規定に基づき設置した専門委員から聴取するものとする。
３　前項に規定する専門委員の意見は、関係市町村長からの意見及び利害関係者からの意見書の提出期限終了後に聴取するものとする。
（審査及び許可等）
第９条　市長は、施設の設置の申請に係る審査及び許可に当たり、当該施設の技術上の基準の適合性及び施設の設置に係る周辺地域の生活環境への適正な配慮、関係要領等で定める要件、さらに縦覧等を要する施設にあっては、第６条の関係市町村長の意見、第７条の利害関係者から提出された意見書及び前条で定める専門委員の科学的な見地からの意見のほか、市が指導要綱に基づき設置する旭川市廃棄物処理施設設置等指導連絡会議からの意見等を総合的に勘案し判断するものとする。
２　市長は、縦覧等を要する施設の設置の許可申請の内容が法第８条の２第１項第１号又は第15条の２第１項第１号に規定する技術上の基準に適合しない場合には、第５条第１項に規定する告示及び縦覧の手続を経ずに不許可処分とすることができる。
（準　用）
第10条　第３条第１項、第４条、第５条第１項から第６項まで及び第６条から前条までの規定は、第２条第１項第２号の施設の変更許可について準用する。
（雑　則）
第11条　この要綱に規定するもののほか必要な事項は、別に定める。
　　　附　則
この要綱は、平成12年４月１日から施行する。

　　　附　則
この要綱は、平成12年10月１日から施行する。

　　　附　則

この要綱は、平成21年10月１日から施行する。
　　　附　則

この要綱は、平成23年４月１日から施行する。
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